
- 1 -

●平成22年度第二種電気主任技術者二次試験標準解答

配点：一題当たり 30 点

電力・管理科目 4 題× 30 点＝ 120 点

機械・制御科目 2 題× 30 点＝ 60 点

＜電力・管理科目＞

〔問１の標準解答〕

１．進相運転の目的

電力系統は，超高圧送電線路や地中ケーブル送電線による線路充電容量の

増大及び需要家の力率改善用コンデンサの普及などによって，深夜の軽負荷時

等には無効電力が余剰となり，系統電圧が上昇する傾向となる。このため，

分路リアクトルや同期調相機を設置したり，軽負荷送電線を停止するなど

して，無効電力を吸収する対策をとっているが，これらには限界があるため，

系統に並列されているタービン発電機を低励磁で進相運転することにより，

無効電力を吸収し，系統電圧上昇を抑制することを目的とする。

２．進相運転時の留意点と対策

(1) 留意点

① 系統安定度の低下

タービン発電機内部誘導起電力が低くなることによって，タービン

発電機の同期化力が減少し，定態安定度が低下する。

② 発電機固定子鉄心端部の過熱

進相運転時には，発電機固定子鉄心端部の漏れ磁束の量が著しく増大し，

鉄心端部に大きな渦電流が流れ，その部分が過熱する。

③ 所内電圧の低下

進相運転による発電機端子電圧低下に伴い，タービン発電機の出力から

直接電源の供給を受ける所内補機については，電源電圧が低下する。



- 2 -

(2) 対策

① 定態安定度を向上させるために PSS 付きの超速応励磁制御装置（頂上

電圧が高く応答の速い高性能励磁装置）を設置する。

② 不足電圧励磁制限装置を使用し，上記留意点が発生しないように励磁

電圧の下限値を設定する。
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〔問２の標準解答〕

１．充電容量

(1) 留意点

地中ケーブルでは架空送電線に比較して作用静電容量が 20 倍程度となる。

このため，ケーブルが長くなると無効電力が増加し，有効電力の送電に限界

が生じる。また，ケーブル両端における軽負荷時の電圧上昇(フェランチ効果)

も顕著となる。

(2) 対策

① ケーブルの両端などに必要に応じて分路リアクトルを挿入し，静電容量

による無効電力を補償する。

② 絶縁に用いる誘電体に誘電率の小さい物を用いる。

２．放熱

(1) 留意点

地中ケーブルでは地中に設置されることや，導体周囲を絶縁物で覆うこと

等の構造上の問題から，周囲の空気が自由に対流できる架空送電線に比べ，

放熱が悪くなる。このため，架空送電線に比べ，温度上昇限界による送電量

の制限が厳しい。

(2) 対策

① 絶縁物の耐熱性を向上させ，最高許容温度を高くする。

② 放熱性を向上させる。(ケーブル冷却用流体による強制冷却，他)

③ 絶縁物の誘電損による温度上昇を低減させる。

④ 導体の抵抗を減少させる。



- 4 -

３．地中ケーブルの絶縁

(1) 留意点

架空送電線の絶縁が大気により保たれているのに対して，地中ケーブルの

絶縁は絶縁物によって保たれている。このため，次のような点に留意する必

要がある。

① 地中ケーブルでは絶縁破壊による放電は絶縁物の損傷を伴い，ケーブル

の交換を伴う。このため，絶縁破壊による故障箇所の除去に時間がかかる。

このことは空気中の放電が送電を停止することで取り除ける架空送電線と

の大きな違いとなる。このため，より厳密なサージ解析の実施などの厳密

な過電圧対策が求められる。

また，この際，ケーブルのサージインピーダンスが架空送電線に比較し

て小さい点を考慮する必要がある。

② 架空送電線の大気は常に入れ替わるが，地中ケーブルの絶縁物はそのよ

うにはならない。このため，絶縁物の劣化に注意する必要がある。

(2) 対策

① 過電圧保護装置(避雷器等)の設置。

② 絶縁協調における考慮。
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〔問３の標準解答〕

(1) 基準容量を PS=45〔MV･A〕として，各変圧器の短絡インピーダンスを

基準容量ベースに換算したものを ZA，ZB とすると，

したがって，PA，PB は以下のとおりとなる。

(2) PLA，PLB，PLAB は以下のとおりとなる。

(3) 時間帯①の場合，P=12〔MW〕より，

となり，PLA が最小となる。
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時間帯②の場合，P=18〔MW〕より，

となり，PLA が最小となる。

時間帯③の場合，P=25〔MW〕より，

（参考：この場合，変圧器 B は過負荷となるので，通常，変圧器B 1台運転

は行わない。）

となり，PLAB が最小となる。

時間帯④の場合，P=10〔MW〕より，

となり，PLB が最小となる。

したがって，

時間帯①（0 時から 8 時）は変圧器 A の 1 台運転

時間帯②（8 時から 12 時）は変圧器 A の 1 台運転

時間帯③（12 時から 20 時）は 2 台並行運転

時間帯④（20 時から 24 時）は変圧器 B の 1 台運転

〕〔

〕〔

kW25.681
4

52
03

kW671.441
6

52
40

2

LB

2

LA





P

P

〕〔

〕〔

〕〔

kW80
01

01
70

kW55
4

01
03

kW56.667
6

01
40

2

LAB

2

LB

2

LA







P

P

P

〕〔kW5.321
10

52
70

2

LAB P



- 7 -

(4) 変電所の全日効率 hd〔％〕は，
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〔問４の標準解答〕

(1) 基準容量 10〔MV･A〕にてインピーダンスを求めると

a．配電用変電所変圧器より上位側 j2.5〔％〕

b．配電用変電所変圧器 j7.5〔％〕

c．高圧配電線 アルミ 240〔mm
2
〕× 1.5〔km〕 4.35+j10.65〔％〕

d．高圧配電線 アルミ 120〔mm
2
〕× 2.0〔km〕 11.8+j15.8〔％〕

発電設備設置点から系統側の全インピーダンスは a ～ d の総和であり

R0+j X0 =16.15+j36.45

すなわち R0 = 16.2〔％〕 X0 = 36.5〔％〕

(2) 誘導発電機の拘束リアクタンス X は

(3) 上位系統インピーダンスの背後電圧を ，誘導発電機連系前の端子点の

電圧を ，連系後の端子点の電圧を ，誘導発電機並列時の瞬時電圧変動分

をΔV，連系後に系統に流れる電流を ，誘導発電機の端子点からの系統側の

全インピーダンスを R0+j X0〔％〕とし，誘導発電機の拘束リアクタンスを X

〔％〕とする。

以下の計算は記号はそのまま p.u.値に置き換えて行う。

連系後の送り出し点の電圧 は次式で表される。

よって，

連系による電圧変動分ΔV は

ここで連系前は
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連系後は

発電機並列時の発電設備設置点の電圧低下率 e は，①，②，③式より
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〔問５の標準解答〕

A：系統の自動復旧（系統復旧の自動化）

B：電線振動

C：系統（過渡）安定度の向上

D：消アークイオン（アーク及びイオン消滅）

E：一相地絡（一線地絡）

F：2 回線にわたる一相以上の故障に対し故障相
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〔問６の標準解答〕

(1) A 組織

B 保安教育

C 検査

D 運転

E 記録

(2)１）災害時の社内体制の確立（指揮命令系統・情報伝達経路の確立）

２）災害時の外部機関との協力体制の確立

３）保全要員，応急資材の調達，確保

４）事業用電気工作物の予防強化策

５）事業用電気工作物の運転又は停止手順

６）災害後の臨時点検の実施
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＜機械・制御科目＞

〔問１の標準解答〕

(1) 突発短絡相電流 iph の交流分に関して，振幅の第 1 項，第 2 項に相当する

部分は過渡交流分を表し， であるから短絡瞬時の値は によって

制限され，時定数 で急速に減衰し，ついで， によって制限され，

時定数 で次第に減衰する。第 3 項に相当する部分は持続短絡電流で Xd で

制限され最後にこの値に落ちつく。したがって，突発短絡相電流 iph の交流分

の振幅の A，B 及び C は次の式で表される。
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(2) 突発短絡相電流 iph の交流分の振幅の減衰曲線を示す。

(1)の A，B 及び C から

で制限される電流と持続短絡電流

との差電流で で減衰する。

で制限される電流と で制限される電流との

差電流で で減衰する。
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〔問２の標準解答〕

(1) 6 600×0.483×0.325 = 1 036.0 → 1 040〔W〕

(2)

これより，Pc = 4 933.3 → 4 930〔W〕

ここで，P2 は定格負荷，Pi は鉄損，Pc は銅損を表す。

(3) 最大効率の条件は，無負荷損＝負荷損 すなわち最大効率における運転時

の鉄損＝銅損となる。

ゆえに，1 036.0 = n
2
×4 933.3 → n = 0.45826

ここで，n は負荷率を表す。

したがって，この変圧器は負荷率 0.45826 のときに最大効率となる。

ゆえにこのときの効率は，
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〔問３の標準解答〕

(1) 負荷の力率が遅れ 0.866( )及び 0( )の場合の波形は次のように

なる。
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(2) a 相の負荷電流 ia は，その実効値が 100〔A〕であるので，力率角を j〔rad〕

とすれば，次のように表される。

このとき，IGBT 電流の平均値 IQ，及びダイオード電流の平均値 ID は，w t = q

と置き換えると，次式で表される。

なお，ダイオード電流の平均値 ID を求める計算で電流を- ia としているの

は，負荷電流 ia とダイオード電流 iD の向きを逆向きとしているためである。

したがって，負荷の力率が遅れ 0.866 の場合の IGBT 電流の平均値 IQ(0.866)

は，

また，負荷の力率が遅れ 0 の場合のダイオード電流の平均値 ID(0)は，

となる。
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〔問４の標準解答〕

(1) 安定解析

C(s) = K1 のときの図 1 のフィードバック制御系の特性方程式は

となり，s のべき乗形へ変形すると

が得られる。ここで，ラウスの安定判別法を適用するために，ラウス表を

作成すると

となり，安定条件は，

0 ＜ K1 ＜ 16.4 (答)

で与えられるので，安定限界を与える K1 は K1 = 16.4 となる。

また，K1 = 16.4(安定限界)のときの持続振動の角周波数 w1 は，s = jw1 及び

K1 = 16.4 を②式へ代入することにより

が得られる。
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(2) 偏差の計算

K1 = 1 のとき，目標値 r(t)から偏差 e(t)までの伝達関数は

となる。ここで，w = 1 のときの周波数伝達関数の絶対値を求めるために，

s = jw = j を⑤式に代入して計算すると

となり，偏差の振幅は 0.800 となる。

(3) 補償器の名称

位相進み補償器

(4) 補償器のゲイン特性の折れ線近似

の伝達関数より，

次の周波数伝達関数

のゲイン特性 を折れ線近似で求める。

分子については，w = 1 が折れ点周波数であり，w＜1 の範囲ではゲインは

0〔dB〕，w＞1 の範囲では 20〔dB / decade〕の勾配をもつ直線に近似できる。

(図 a を参照)

一方，分母については，w = 10 が折れ点周波数であり，w ＜10 の範囲では

ゲインは 0〔dB〕，w ＞10 の範囲では - 20〔dB / decade〕の勾配をもつ直線に

近似できる。(図 a を参照)
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C( jw)のゲイン特性は，この二つの折れ線を合成したもので近似できる

ので，図 b のように与えられる。

(5) 最も大きな特徴は，上記(4)のゲイン特性に示すように，一巡伝達特性

(開ループ特性)の高周波域のゲインを高め，ゲイン交さ周波数を高周波域へ

シフトさせることにより，安定性を補償しつつ，速応性を改善できる。

対数目盛

20

0

-20

1 10 〕〔 s/radw

〔dB〕

ゲ
イ
ン

0.1

図 b

対数目盛

20

0

-20

1 10 〕〔 s/radw

〔dB〕

ゲ
イ
ン

0.1

図 a

100


